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平成２８年度小城市予算主な事業一覧 *新規事業

頁 事業費：千円

総務課 1 人事評価制度運用事業 1,404

防災対策課 2 * 防災備蓄倉庫整備事業 6,689

財政課 3 * 新地方公会計財務書類作成事業 6,804

4 公共施設等総合管理計画策定事業 3,240

企画政策課 5 資源磨き構想基本計画策定事業 14,766

6 * 官民連携（ＰＰＰ/ＰＦＩ）調査・検討事業 1,782

7 * 地域公共交通網形成計画策定事業 3,240

8 中国浙江省海塩県との交流事業 328

9 協働による地域の自治機能向上事業 2,614

市民課 10 通知カード・個人番号カード交付事業 5,550

11 * 証明書コンビニ交付事業 11,805

環境課 12 天山地区共同環境組合事業 106,988

社会福祉課 13 生活困窮者対策事業 3,252

14 子どもの医療費助成事業 136,686

健康増進課 15 * 健康都市宣言事業 1,233

高齢障がい支援課 16 敬老祝い金支給事業 14,958

17 * 在宅医療・介護連携推進事業 5,494

18 * 生活支援体制整備事業 3,997

19 * 認知症施策推進事業 5,402

農林水産課 20 青年就農給付金給付事業 15,000

21 6次産業化事業 3,054

22 強い農業づくり交付金事業 752,956

23 市営漁港整備事業 1,100

24 * 水産多面的機能発揮対策事業 1,004

（裏面へ続く）

産業部

所　　属 事　　　業　　　名

総務部

市民部

福祉部



*新規事業

頁 事業費：千円

建設課 25 市道牛津駅南線改良事業 4,850

26 スマートインターチェンジ整備事業 377,788

27 市道甘木線改良事業（社会資本整備総合交付金事業） 13,400

28 * 柿江ポンプ排水管布設事業 3,500

29 県営住ノ江港　防災・安全事業 9,000

30 市営住宅建替事業 590,386

まちづくり推進課 31 小城市立地適正化計画策定事業 5,400

32 * 牛津拠点地区市街地活性化推進事業 3,240

33 * 大学誘致周辺環境整備事業 68,962

34 * 公民学連携によるまちづくり事業 4,800

35 * 空家等対策推進事業 14,083

36 * 移住・定住対策事業 50,930

37 * 佐賀唐津道路アクセス道路予備設計事業 12,322

下水道課 38 農業集落排水施設機能強化対策事業 19,999

（下水道特別会計） 39 特定環境保全公共下水道事業（三日月処理区） 408,780

40 公共下水道事業（小城処理区） 617,935

教育総務課 41 ICTを活用した教育推進自治体応援事業 2,945

42 放課後児童健全育成事業 139,622

43 牛津小学校施設大規模改造事業 80,307

44 桜岡小学校プール改築事業 233,007

保育幼稚園課 45 * 保育園幼稚園民営化事業（芦刈幼稚園） 235,989

46 子どものための保育給付等事業 882,563

47 子どものための教育給付事業 145,039

生涯学習課 48 * 砥川・学校地域連携推進事業 3,624

49 三日月体育館改修事業 261,800

水道課 （簡易水道
特別会計）

50 * 原田地区配水施設整備事業 3,465

※33頁は、　調整担当課：まちづくり推進課、関係課：建設課、商工観光課、教育総務課、生涯学習課、文化課

所　　属 事　　　業　　　名

建設部

教育委員会

公営企業



□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

共につくる新しいまち

担当部課 総務部　総務課 施策名 5 自立した行政経営の確立

新規事業 既存事業

事務事業名 人事評価制度運用事業 総
合
計
画
体
系

政策名 6

法令根拠 地方公務員法

事業期間
平成18

人事管理事務費 基本事業名 1 行政改革の推進
一般 2 1 1 721

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　地方公務員法の改正により、平成28年度から能力及び実績に基づく人事管理が徹底されることに伴い、これまで人材育
成基本方針に示す人材育成の一つとして取り組んできた人事評価制度を通じて発揮した能力・実績を的確に把握し、適正
に評価することで、職員の能力・やる気を最大限に引き出し、各事業の目的・目標が達成されることにより、市民サービスの
向上を図る。

【内容】
　人事評価マニュアル（平成27年改訂版）を基準として、医療職を除くすべての職員を「勤務態度」、「発揮した能力」及び
「実績」で評価する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 108 798 1,404 864 864 864 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 108 798 1,404 864 864 864 事業費計

その他

合　　計

1,404 1,404

評価者研修、目標設定研修、新採職員制度説明等研修会の開催

合　　計

1,404 1,404

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1



☑ □

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 総務部　防災対策課 施策名 6 消防・防災体制の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 防災備蓄倉庫整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2

法令根拠 災害対策基本法、小城市地域防災計画

事業期間
平成28 平成29

防災対策費 基本事業名 3 防災体制の充実
一般 9 1 5 551

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　風水害、地震、津波等における災害対応用の資機材や避難所生活者等への非常食、生活物資等を保管・備蓄するため
の防災備蓄倉庫を整備する。

【内容】
　平成28年度　改修工事設計、牛津体育センター北側車庫（100.48㎡）を水防倉庫へ改修
　平成29年度　旧牛津庁舎北側倉庫２階部分（95.34㎡）を改修

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 5,000

県支出金

地方債 地方債

9,533

一般財源 1,689 2,844 一般財源 4,533

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費

事　業　費 0 0 6,689 2,844 0 0 事業費計

その他 5,000

合　　計

800 5,889 6,689

　・改修工事設計
　・牛津体育センター北側車庫（100.48㎡）を水防倉庫へ改修
　　　軽量ｼｬｯﾀｰ新設、引き違い窓新設、資機材保管棚新設、ボート吊下げ機新設、倉庫内照明・外部投光機新設、
　　　足洗い場新設

合　　計

5,000 1,689 6,689

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2



☑ □

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
固定資産以外の資産の確認及び評価、負債の確認及び評価
新地方公会計システムの導入
財務書類の作成・分析・公表

合　　計

6,804 6,804

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

6,804 6,804

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 6,804 2,000 2,000 2,000 事業費計

その他

0

一般財源 6,804 2,000 2,000 2,000 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　　国の方針（統一的な基準による地方公会計の整備促進について（平成２７年１月２３日総務大臣通知））に基づいて、全
国統一的な基準による財務書類の作成を行うため、新地方公会計システムの構築を行う。

【内容】
①財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資産収支計算書等）の作成について、国が示した統一
的な基準により作成するための新地方公会計システムを導入する。

②作成した財務書類について、分かりやすい情報の開示だけでなく、事業別・施設別等の分析結果を予算編成等に活用
するため、分析及び公表については専門家の支援を受ける。
　
　

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律

事業期間
平成28

財政管理費 基本事業名 2 財政運営の適正化
一般 2 1 4 71

予算科目
会計 款 項 目 事業

共につくる新しいまち

担当部課 総務部　財政課 施策名 5 自立した行政経営の確立

新規事業 既存事業

事務事業名 新地方公会計財務書類作成事業 総
合
計
画
体
系

政策名 6

3



□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

共につくる新しいまち

担当部課 総務部　財政課 施策名 5 自立した行政経営の確立

新規事業 既存事業

事務事業名 公共施設等総合管理計画策定事業 総
合
計
画
体
系

政策名 6

法令根拠 公共施設等総合管理計画策定要請

事業期間
平成27 平成28

市有財産等管理費 基本事業名 4 公共施設の適正配置
一般 2 1 5 656

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市が保有する公共施設等について、施設の老朽化や今後の人口減少等による利用需要が変化していくことが予想
されることを踏まえ、公共施設等の全体を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化など計画的に行うことに
より、財政負担を軽減及び平準化するとともに、公共施設等の最適な配置等をすすめる。

【内容】
　「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」に基づき、これまで個別に管理していた、道路、橋梁等のインフラ
施設を含む市所有のすべての公共施設について、台帳を整備する。この台帳の情報を基に方向性を示す公共施設等総
合管理計画を策定し、これに基づいて個別計画を策定・推進して、長期的かつ包括的な視点から更新・統廃合・長寿命化
などを計画的に行う。

　平成27年度　固定資産台帳の点検、整備
　　　　　　　 　　公共施設白書作成
　平成28年度　公共施設等総合管理計画作成

　

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 5,746

県支出金

地方債 地方債

12,960

一般財源 3,974 3,240 一般財源 7,214

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 9,720 3,240 0 0 0 事業費計

その他 5,746

合　　計

3,240 3,240

公共施設等総合管理計画作成
　・公共施設等総合管理の方法と予測効果の測定
　・公共施設等総合管理計画の実施方法の検討

合　　計

3,240 3,240

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

4



□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
・アイル資源磨き構想の基本計画策定
・官民連携（PＰＰ/PＦＩ）可能性の調査・検討

合　　計

13,932 834 14,766

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

153 659 15 7 13,932 14,766

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 旅費 需用費 役務費 委託料

事　業　費 1,591 3,740 14,766 0 0 0 事業費計

その他

20,097

一般財源 1,591 3,740 834 一般財源 6,165

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　地方創生による地域活性化、まちづくりの柱として、アイルの温泉を核とする「温泉・スポーツ・医療」が連携した拠点づくり
構想を具現化するため、グランドデザイン（基本構想）をうけ、基本計画を作成する。平成２９年度以降は、基本構想、基本
計画に基づいて具体的作業を進めていく。

【内容】
　アイル資源磨き構想の基本計画を策定する。同時にＰＰＰ/ＰＦＩなどの官民連携が可能かどうかの調査・検討を行う。

　

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 13,932

県支出金

国庫支出金 13,932

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠

事業期間
平成26 平成28

企画調整事業 基本事業名
一般 2 1 7 53

予算科目
会計 款 項 目 事業

担当部課 総務部　企画政策課 施策名

新規事業 既存事業

事務事業名 資源磨き構想基本計画策定事業 総
合
計
画
体
系

政策名

5



☑ □

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
　官民連携（ＰＰＰ/ＰＦＩ）事業に関するアドバイザー委託

合　　計

1,500 282 1,782

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,782 1,782

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 1,782 1,782 0 0 事業費計

その他 1,500

3,564

一般財源 282 1,782 一般財源 2,064

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 1,500

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　効率的かつ効果的な公共施設等の整備等を進めるために民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用するＰＰＰ/ＰＦＩ
の導入活用について検討する。

【内容】
　民間の資金・ノウハウの活用が効率的・効果的な事業については、多様なＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するよう促
す仕組みを構築するために、専門家による指導等を受ける。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律、経済財政運営と改革の基本方針
2015、民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針

事業期間
平成28 平成29

企画調整事業 基本事業名 1 行政改革の推進
一般 2 1 7 53

予算科目
会計 款 項 目 事業

共につくる新しいまち

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 5 自立した行政経営の確立

新規事業 既存事業

事務事業名 官民連携（ＰＰＰ/ＰＦＩ）調査・検討事業 総
合
計
画
体
系

政策名 6

6



☑ □

☑  単年度のみ □  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 地域公共交通網形成計画策定事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、小城市地域公共交通会議条例

事業期間

公共交通事業 基本事業名 4 公共交通の利便性向上
一般 2 1 7 717

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　地域公共交通網形成計画は、地域公共交通の現状・問題点、課題の整理を踏まえて、公共交通ネットワーク全体を一体
的に形づくり、地域公共交通の活性化及び持続させることを目的とし策定する。

【内容】
　・市民及び利用者のニーズ調査
　・地域公共交通の現状と課題の整理
　・効率的で利便性の高い地域公共交通システムの在り方、今後の方向性の検討

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 3,240 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 3,240 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

3,240 3,240

合　　計

3,240 3,240

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

7



□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 6 国際化・交流活動の推進

新規事業 既存事業

事務事業名 中国浙江省海塩県との交流事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

法令根拠

事業期間
平成27

交流事業 基本事業名 2
多様な国際交流活動の促
進一般 2 1 7 547

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　国際化時代・交流時代に対応したグローバルな人材の育成につなげる。
　海外都市との交流により本市の魅力と課題を再発見する機会とし、国際交流による地域活性化を進める。

【内容】
　日中国交正常化後、三日月町で海塩県在住者を農業研修生として受入れている。その後、本市在住の方が海塩県の秦
山成校の講師として招聘され教鞭をとられたことをきっかけに、平成20年に市職員を海塩県へ派遣、平成22年に海塩県行
政機関関係者による訪問団の受入、平成23年に市内関係団体視察団による海塩県訪問を行っている。平成27年には再度
市職員を派遣して、今後の交流のあり方について双方で確認し、情報交換を行った。
　今年度は、中国浙江省海塩県から訪問団を受け入れ、教育・観光・ビジネス・農業等の分野において双方で意見交換を
する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 266 328 2,500 2,500 2,500 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費

事　業　費 0 266 328 2,500 2,500 2,500 事業費計

その他

合　　計

152 176 328

　・中国浙江省海塩県訪問団の受入れ
　・子どもたちの手紙による交流

合　　計

328 328

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

8



□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

共につくる新しいまち

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 4
市民と行政との協働体制
の確立

新規事業 既存事業

事務事業名 協働による地域の自治機能向上事業 総
合
計
画
体
系

政策名 6

法令根拠

事業期間
平成26

協働による地域の自治機
能向上事業

基本事業名 4
協働のル－ル・仕組みづく
り一般 2 1 8 1054

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　住民自らが地域の課題に向き合い、行政と一体となってまちづくりを総合的に進めるための協働のルール・仕組みを構築
し、住民の手によるまちづくりを進めるとともに、住民の自治意識の醸成を図る。

【内容】
≪平成26・27年度≫
　「地域との協働体制庁内検討委員会」「協働によるまちづくり検討委員会」設置、開催。
　協働によるまちづくりに関する市民アンケート、自治会・各種団体アンケート実施。
　
≪平成28年度≫
　各検討委員会を継続しながら、行政区や各種地域団体の役員、住民を対象に「協働によるまちづくりを進めるためのワー
クショップ」を実施する。また、地域が一体となったまちづくり活動を実施するための組織「まちづくり協議会」（仮称）の設立
を目的とした「地域のまちづくりモデル事業」をスタートする。概ね小学校区単位１つの地域を対象とし、住民自ら地域の課
題を洗い出し、今後の地域づくり、コミュニティづくりを考える機会を設け、支援を行う。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 1,172 938 2,614 6,000 6,000 10,000 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 旅費 需用費 役務費 委託料

事　業　費 1,172 938 2,614 6,000 6,000 10,000 事業費計

その他

合　　計

700 28 283 92 1,511 2,614

　・「地域との協働体制庁内検討委員会」の開催
　・「協働によるまちづくり検討委員会」の開催
　・「協働によるまちづくりを進めるためのワークショップ」の開催
　・「地域のまちづくりモデル事業」の実施

合　　計

2,614 2,614

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

9



□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

共につくる新しいまち

担当部課 市民部　市民課 施策名 5 自立した行政経営の確立

新規事業 既存事業

事務事業名 通知カード・個人番号カード交付事業 総
合
計
画
体
系

政策名 6

法令根拠 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、住民基本台帳法

事業期間
平成27

戸籍・住基事務費 基本事業名 5 広域行政の推進
一般 2 3 1 86

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　個人番号制度の導入により、各種行政手続きの簡素化、利便性の向上及び行政の効率化を図る。

【内容】
　個人番号は、住民票を有する全ての方に12桁の番号を個人番号として付番し、社会保障、税、災害対策の分野におい
て、国や地方公共団体など複数の機関が保持している個人情報を結びつけ効率的な行政運営を図る。
　また、これまで各種申請時に必要であった所得証明書などの添付書類を不要とすることで、手続きの簡素化を図り市民の
負担軽減を図る。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

1,000 1,000
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 17,351 3,490 1,000

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 1,471 2,060 150 150 150 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

共済費 賃金 役務費 委託料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 18,824 5,550 1,150 1,150 1,150 事業費計

その他 2

合　　計

224 1,306 500 30 3,490 5,550

　地方公共団体情報システム機構へ事務委任（通知カ－ド、個人番号カ－ドの作成）
　個人番号カードの申請、交付
　通知カード、個人番号カードの表面記載事項の変更（住所、氏名）

合　　計

3,490 2,060 5,550

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

10



☑ □

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

共につくる新しいまち

担当部課 市民部　市民課 施策名 5 自立した行政経営の確立

新規事業 既存事業

事務事業名 証明書コンビニ交付事業 総
合
計
画
体
系

政策名 6

法令根拠 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、住民基本台帳法

事業期間
平成28

戸籍・住基事務費 基本事業名 5 広域行政の推進
一般 2 3 1 86

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　総務省及び地方公共団体情報システム機構が推進するコンビニエンスストアの多機能端末による証明書の交付システム
を導入し、市民サービスの向上を図る。

【内容】
　個人番号カードと利用者証明用電子証明を用いて、コンビニエンスストアに設置の多機能端末で住民票、印鑑登録証明
書、所得課税証明書を交付する。
　全国のコンビニエンスストア（セブンイレブン、ローソン、ファミリーマートなど）約48,000店舗（平成27年9月現在）で6：30～
23：00での利用が可能。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 11,805 7,000 7,000 7,000 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

旅費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 11,805 7,000 7,000 7,000 事業費計

その他

合　　計

250 123 9,720 962 750 11,805

　証明書発行サーバー設置、ネットワークの改修
　システム稼働試験
　証明証の発行開始（平成29年1月予定）

合　　計

11,805 11,805

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

11



□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
　・一部事務組合利用用地取得
　・解体工事
　・解体工事施工監理
　・事業者選定支援業務
　・生活環境影響調査

合　　計

78,900 28,088 106,988

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

106,988 106,988

財
源
内
訳

※平成29年度以降は、施設建設費を想定した概算費用で、建設物資材価格、人件費等に応じて変動が
見込まれます。

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 11,717 50,612 106,988 291,298 1,589,339 807,162 事業費計

その他

0

一般財源 11,717 50,612 28,088 43,698 103,239 64,162 一般財源

地方債 78,900 247,600 1,486,100 743,000 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　ごみ処理施設の設置、維持管理に関する事務を共同処理するために、小城市・多久市で一部事務組合(天山地区共同
環境組合)を設置して事業を推進する。

【内容】
　可燃ごみ処理施設の建設、維持管理及び施設の運営を共同で行う。これに必要な費用を小城市と多久市で負担割合に
応じて負担する。
　
負担割合　　平等割20%(各市10%)
  　　　　　　　人口割80%(直近の国勢調査人口:小城市54.26%、多久市25.74%)
　 　　　　　　　合計　小城市　64.26%、多久市35.74%

(負担金の内容)
・組合議員報酬等
・管理者・副管理者報酬
・派遣職員人件費
・事務局運営費
・建設事業費

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 天山地区共同環境組合規約

事業期間
平成26

天山地区共同環境組合事
業

基本事業名 1 ごみ処理体制の充実
一般 4 2 2 1023

予算科目
会計 款 項 目 事業

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 市民部　環境課 施策名 5 循環型社会の形成

新規事業 既存事業

事務事業名 天山地区共同環境組合事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2

12



□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
　自立相談支援事業　　支援対象者　　50人を想定
　住居確保給付金　　　 支援対象者　　5世帯を想定

合　　計

2,430 9 813 3,252

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,842 313 464 50 5 8 570 3,252

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報酬 共済費 旅費 需用費 役務費
使用料及び

賃借料
扶助費

事　業　費 0 2,911 3,252 3,252 3,252 3,252 事業費計

その他 9 9 9 9

0

一般財源 726 813 813 813 813 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

9 その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し自立相談支援、住居確保給付金の支給、
その他の支援を行うとともに、生活保護から脱却した人が再び生活保護に頼ることのないよう支援する。

【内容】
○自立相談支援事業　　生活困窮者からの相談により、一人ひとりの状況に応じた自立に向けての支援計画を
　　　　　　　　　　　　　　　 作成し、支援を行う。

○住居確保給付金　　　離職等により経済的に困窮し、住居を失った又は失うおそれがある人で、所得等が一定
　　　　　　　　　　　　　　　水準以下の場合に有期（3ヶ月間、最長9ヶ月間）で家賃相当額を給付する。
　
【事業費の負担率】　　　国3/4　市1/4

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

2,430 2,430
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 2,176 2,430 2,430

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 生活困窮者自立支援法

事業期間
平成27

生活困窮者対策費 基本事業名 3 低所得者福祉の推進
一般 3 1 1 1026

予算科目
会計 款 項 目 事業

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 6 社会保障の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 生活困窮者対策事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

13



□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 子どもの医療費助成事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

法令根拠 佐賀県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱、小城市子どもの医療費の助成に関する条例

事業期間
平成12

子どもの医療費助成事業 基本事業名 2
子どもと母親の健康の確
保・増進一般 3 2 1 476

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
  子どもの医療に要する医療費について助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉
の増進を図る。

【内容】
①０歳～小学校就学前の子どもの場合（定額一部払方式）
　利用方法：受診時、『子どもの医療費受給資格証』を医療機関に提示
　自己負担：入院の場合は、医療機関ごとに１ヶ月1,000円
　　　　　　　　入院外の場合は、医療機関ごとに１ヶ月500円(2回まで）
　　　　　　　　薬局については、自己負担額なし
　・県外医療機関等を受診した場合、一部負担金（２割）を支払い「子どもの医療費助成交付申請書」で市に申請
　　後日、定額一部払方式の自己負担金と同額を差引いて助成（支払還付方式）
②小・中学生の場合（支払還付方式）
　・入院した場合、一部負担金（３割）を支払い、高額医療費の手続き終了後「子どもの医療費助成交付申請書」
　　で市に申請
　　後日、医療機関ごとに１ヶ月1,000円の自己負担を差し引いて助成
　・平成25年10月診療分～　薬局については、自己負担額なし
　・平成28年7月診療分～　入院外については、入院した場合と同様の手続き後、医療機関ごとに１ヶ月500円(2回まで）
　　の自己負担額を差し引いて助成

　①の財源は、県補助1/2

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 40,753

国庫支出金

46,428

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

6 その他

46,428 県支出金41,520 46,428 46,428
地方債 地方債

0

一般財源 1,050 43,168 65,252 99,252 99,252 99,252 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

共済費 賃金 需用費 役務費 扶助費 繰出金

事　業　費 91,803 96,988 136,686 145,686 145,686 145,686 事業費計

その他 50,000 12,300 25,006 6 6

合　　計

16 1,152 61 4,657 127,800 3,000 136,686

子どもの医療費助成対象を拡大【（小・中学生）の通院を追加】

　　　　　　　　　　　　【平成28年6月診療分まで】　　　　【平成28年7月診療分から】
　　小学校就学前　　　入院・通院・調剤　　　　  　⇒　　　　入院・通院・調剤
　　小・中学生　　　　　入院・調剤　　　　　　　　　  ⇒　　　　入院・通院・調剤

合　　計

46,428 25,006 65,252 136,686

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

14



☑ □

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 1
保健・医療の充実と健康
づくり

新規事業 既存事業

事務事業名 健康都市宣言事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠 健康増進法

事業期間
平成２８

健康都市宣言事業 基本事業名 2 成人・老人保健の充実
一般 4 1 3 1058

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市健康プランの「みんなで支えあう元気な小城市」をめざした健康で生きがいあふれるまちづくりを推進するために、
健康都市宣言を行い、「健康」を核としたまちづくりに取り組む。
　

【内容】
　市民の健康への意識を高め、みんなで取り組む「歩くまち」を目指す。まずは小城市全体で行うラジオ体操会で健康都市
宣言を行い、「ウォーキングマップ」や「あーも体操」、「ラジオ体操」の普及啓発に取り組むとともにキーワードである「歩く」こ
とを推奨する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 1,233 900 900 900 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

賃金 報償費 需用費

事　業　費 0 0 1,233 900 900 900 事業費計

その他

合　　計

77 420 736 1,233

合　　計

1,233 1,233

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 4 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 敬老祝い金支給事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠 老人福祉法、小城市敬老祝金支給条例

事業期間
平成17

敬老祝賀事業 基本事業名 4
高齢者の生きがいづくり、
社会参加等の支援一般 3 1 2 266

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
本市居住の高齢者に対し、その長寿を祝福し、敬老祝金を支給して敬老の意を表する。

【内容】
祝金対象者　　  当該年度の9月1日現在において、住民基本台帳法の規定による住民となった日から本市に引き続き
　　　　　　　　　　　1年以上居住し、かつ、その年齢が当該年度の3月31日において80歳、88歳、100歳の者
　　　　　　　　　　　（平成27年度までは、支給年齢基準日である9月1日現在において、年齢が80歳、88歳、100歳以上
　　　　　　　　　　　　の者が対象）

祝金支給額　　　　80歳：10,000円、88歳：15,000円、100歳：50,000円（平成27年度までは100歳以上：30,000円）

記念品対象者　　市内男女最高齢者（各1名）、夫婦ともに100歳以上の高齢者
　　　　　　　　　　　100歳の表敬訪問者には記念写真を贈呈

※支給年齢基準日を9月1日から当該年度の3月31日へ変更することによって、平成28年度については対象期間が平
　 成27年9月2日から平成29年3月31日までと例年より長くなるため、対象者が増加する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 0

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 0

県支出金 0

地方債 地方債 0

0

一般財源 8,419 7,782 14,958 10,225 7,775 8,470 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 需用費 扶助費

事　業　費 8,419 7,782 14,958 10,225 7,775 8,470 事業費計

その他

合　　計

14 29 14,915 14,958

合　　計

14,958 14,958

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　　高齢障がい支援課 施策名 4 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 在宅医療・介護連携推進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠 介護保険法

事業期間
平成28

在宅医療・介護連携推進
事業

基本事業名 2 地域支援事業の実施
一般 3 1 2 1055

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域の医療・介
護関係機関が連携して、在宅医療・介護を提供できる体制を構築する。

【内容】
　平成27年4月の介護保険法改正に伴い、在宅医療・介護連携体制を構築するため以下の項目に取り組む。

①地域の医療・介護サービス資源の把握　・・・医療機関のリスト・マップ化等
②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討・・・医療・介護関係者等が参画する会議の開催等
③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進
④医療・介護関係者の情報共有の支援・・・情報共有シート、地域連携パス等の活用により情報共有を支援する
⑤在宅医療・介護連携に関する相談支援・・・コーディネーターの配置等による、相談窓口の設置・運営
⑥医療・介護関係者の研修 ・・・多職種連携による研修会の開催
⑦地域住民への普及啓発・・・在宅医療に関する市民公開講座の開催、パンフレットの作成・配布等
⑧在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携・・・中部広域連合を中心に情報共有、課題整理等実施

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

5,500 その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 1 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 役務費 委託料 備品購入費

事　業　費 0 0 5,494 5,500 5,500 5,500 事業費計

その他 5,493 5,500 5,500

合　　計

870 156 4,268 200 5,494

・地域の医療・介護サービス資源の整理及び課題抽出
・医療、介護関係者の研修会
・在宅医療・介護連携に関する相談窓口
・住民への普及啓発（市民公開講座等）

合　　計

5,493 1 5,494

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 4 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 生活支援体制整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠 介護保険法

事業期間
平成28

生活支援体制整備事業 基本事業名 2 地域支援事業の実施
一般 3 1 2 1056

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　地域における生活支援サービスを担う多様な事業主体間の連携・協働による取組み等、地域の支え合いの体制を構築す
る。

【内容】
平成27年4月の介護保険法改正に伴い、地域支援体制の構築のために以下の項目に取り組む。

①市町の区域を第1層とし、平成28年度内を目途に協議体を立上げる。また、第1層において生活支援コーディネー
　ターを配置する。
　協議体とは・・・多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働の強化の場とし、地域に沿った資源開発等
　　　　　　　　　　　を推進する役割を持つもの

②地域ニーズ、既存の地域資源の把握等のための実態調査の実施や地域資源マップの作成。

③生活支援等サービスの担い手（ボランティア）の養成等を行う。

④第2層（地域包括支援センター）における生活支援コーディネーターの配置や役割等を検討する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

4,050 その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報酬 共済費 報償費 旅費 需用費 役務費 委託料

事　業　費 0 0 3,997 4,050 4,050 4,050 事業費計

その他 3,997 4,050 4,050

合　　計

2,339 397 300 45 182 86 648 3,997

・協議体の設置に向けた関係機関との協議・検討（研修、勉強会等）
・生活支援コーディネーターを配置
・協議体の設置
・地域資源の把握等の実態調査や地域資源マップの作成
・生活支援等サービスの担い手（ボランティア）の養成講座の開催

合　　計

3,997 3,997

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 4 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 認知症施策推進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠 介護保険法

事業期間
平成28

認知症施策推進事業 基本事業名 2 地域支援事業の実施
一般 3 1 2 1057

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　認知症の人ができる限り住み慣れた環境で暮らし続けることができるよう、認知症の人とその家族を支援する相談体制の
推進や早期診断・早期対応に向けた支援体制の整備を行う。

【内容】
平成27年4月の介護保険法改正に伴い、認知症の人とその家族を支援するため以下の項目に取り組む。

①認知症初期集中支援推進事業（認知症初期集中支援チームを配置する）
　認知症初期集中支援チームとは・・・医療・介護の専門職が家族の相談等により認知症が疑われる人や認知症の人
　及びその家族を訪問し、必要な医療や介護の導入・調整や家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に行い、
　自立生活のサポートを行うチーム

②認知症地域支援・ケア向上事業（認知症地域支援推進員を配置する）
　推進員を中心とし、1）認知症の人とその家族を支援する相談支援や支援体制を構築するための取組み、2）認知症
　疾患医療センターを含む医療機関や、介護サービス事業者や認知症サポーターなど地域において認知症の人を支
　援する関係者の連携を図る取組みなどの検討及び体制づくりを行う。
　認知症地域支援推進員とは・・・認知症の人とその家族を支援する相談業務等を行なう専任の連携支援・相談員

③日常生活圏域（北部・南部）における認知症地域支援推進員の配置や役割等を検討する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

5,450 その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 1 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報酬 共済費 報償費 旅費 需用費 役務費 委託料

事　業　費 0 0 5,402 5,450 5,450 5,450 事業費計

その他 5,401 5,450 5,450

合　　計

2,339 397 580 223 357 132 1,374 5,402

・認知症地域支援推進員の配置
・認知症の人の状況（介護家族、介護サービス利用内容、服薬等）の確認
・認知症対策検討会の発足
・認知症サロン・カフェの開催

合　　計

5,401 1 5,402

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 青年就農給付金給付事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 新規就農総合支援事業実施要綱

事業期間
平成24

農政事務費 基本事業名 2 担い手等の育成・確保
一般 6 1 2 349

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業従事者の高齢化が急速に進む中、持続可能な力強い農業を実現するためには、青年の新規就農者を増加させる必
要があり、新規就農するにあたり、技術の習得や所得の確保等が課題となっていることから、就農前後の青年新規就農者
に対し給付金を給付することで就農時の負担軽減の一助とし、青年就農者の増大を図る。

【内容】
　・青年就農給付金（経営開始型）
　　　独立・自営就農者（その他要件有り）に対し、年間最大150万円給付。（最長5年間）

　〔参考〕県が行う類似事業
　・青年就農給付金（準備型）　※県へ直接申請
　　　県の農業大学校等で研修を受ける方（その他要件有り）に対し、年間150万円給付。（最長2年間）

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 17,250

国庫支出金

17,625

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

17,625 県支出金15,375 15,000 16,875
地方債 地方債

0

一般財源 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 17,250 16,125 15,000 16,875 17,625 17,625 事業費計

その他 750

合　　計

15,000 15,000

青年就農者　個人9人、夫婦1組に対し給付

合　　計

15,000 15,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 6次産業化事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠
地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法
律（6次産業化法）、小城市農商工連携・6次産業化支援事業費補助金交付要綱

事業期間
平成24

6次産業化事業 基本事業名 5 農業の6次産業化の促進
一般 6 1 3 984

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業者の経営安定のため、農畜産物の付加価値の創出に向け、農畜産物の生産だけでなく、加工や流通・販売を一体
化し、更には2次・3次産業と連携して地域ビジネスの展開や新たな産業の創出を図る。

【内容】
　・人材や団体等の育成及び補助
　　　①認定農業者や農水産物加工所、加工団体等に対する研修会等への講師謝金助成
　　　②６次産業に取り組もうとする農業者及び団体への補助
　⇒平成27年度から農商工連携を行う団体等への補助を追加、平成28年度から施設への一部補助を追加

（事業費の支出内訳）
　啓発促進活動（研修会等の講師謝金）、小城市農商工連携・6次産業化支援事業補助金

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 548 500 3,054 3,054 3,054 3,054 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 548 500 3,054 3,054 3,054 3,054 事業費計

その他

合　　計

54 3,000 3,054

相談支援、研修会・勉強会等への講師謝金、活動や取組みに対する支援（補助金の交付）

合　　計

3,054 3,054

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 強い農業づくり交付金事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 小城市強い農業づくり交付金交付要綱

事業期間
平成21

強い農業づくり交付金事
業

基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 4 1048

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城地区共同乾燥施設（カントリー）は、昭和46年度に新設、平成８年度に施設再編整備が行われ、牛津地区共同乾燥
施設は、昭和４８年度に新設、平成４年度に施設再編整備が行われている。
　現状の小城・牛津地区の共同乾燥施設は、老朽化による改修費用の高額化や農用地の減少による処理量の減などの課
題を抱えており、その解決のために、小城・牛津地区の共同乾燥施設を再編統合し、経費の低コスト化と、地域農業の振興
を図る。

【内容】
小城・牛津地区共同乾燥施設再編新築工事（事業実施主体は佐賀県農業協同組合）
　　受益地区　小城町・牛津町地区
　　受益面積　９４２ｈａ
　　作付面積　米　４５６ｈａ・麦　７２３ｈａ・飼料用米　３０ｈａ
　　建設場所　小城地区共同乾燥施設　敷地予定

（事業費の負担率）　　国50％　　佐賀県農業協同組合５０％
財源は、国庫補助金であるが県を経由し県補助金として支出されるため県支出として計上している。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金746,800
地方債 地方債

0

一般財源 1 一般財源

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

償還金、利子
及び割引料

事　業　費 0 0 752,956 0 0 0 事業費計

その他 6,155

合　　計

746,800 6,156 752,956

牛津地区の共同乾燥施設を廃止し、小城地区の共同乾燥施設の貯蔵設備、籾殻庫以外を新たに整備する
　荷受設備　　　　30トン    ３式
　貯留乾燥設備　50トン   14基
　乾燥設備　      60トン    ６基
　調整出荷設備 10インチ　２式（籾摺機、色彩選別機等）
　建物設備　     1,031㎡

合　　計

746,800 6,155 1 752,956

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 2 水産業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 市営漁港整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 漁港漁場整備法

事業期間
平成27 平成28

市営漁港整備事業 基本事業名 1 漁業生産基盤の充実
一般 6 3 2 1028

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　昭和45年に着工した六角川河口堰建設に伴い、移転した住ノ江橋上流左岸の泊地については近年桟橋場への浮泥の
堆積が進み、利用者の利便性が損なわれ、安全面の確保が困難となっている。現在、漁港指定がなく、未整備状態である
ため、今後も安全に利用できるよう漁港指定申請を行い、市営漁港として国、県の補助事業を活用し浮泥の除去等の整備
を行う。

【内容】
　・漁港指定区域（4.39ha）
　・平成27年度　漁港指定区域測量、漁港指定申請に伴う事前協議
　・平成28年度　漁港指定申請に伴う事前協議、漁港指定申請書作成
 

　

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

2,818

一般財源 1,718 1,100 一般財源 2,818

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

旅費 委託料

事　業　費 0 1,718 1,100 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

138 962 1,100

　申請に伴う事前協議
　漁港指定申請

合　　計

1,100 1,100

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 2 水産業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 水産多面的機能発揮対策事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 水産多面的機能発揮対策交付金交付要綱

事業期間
平成28 平成32

水産多面的機能発揮対策
事業

基本事業名 1 漁業生産基盤の充実
一般 6 3 2 1045

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　漁業者の高齢化、漁村人口の減少等により水産業・漁村の多面的機能の発揮に支障が生じている。
　そのため、多面的機能の効果的・効率的な発揮に資する地域の取組みを支援することにより、水産業の再生・漁村の活
性化を図る。

水産多面的機能とは：水産業や漁村が もつ本来の役割である新鮮で安全な食料を安定的に供給すること以外に、
　　　　　　　　　　　　　　環境・生態系の維持・回復や安心して活動できる海域の確保などを行い、水産業の再生・漁
　　　　　　　　　　　　　　村の活性化を行う
【内容】
 　漁業者等が行う環境・生態系の維持・回復や安心して活動できる海域の確保など、水産業・漁村の多面的機能の発揮に
資する地域の活動を支援する。市は活動内容に応じた額を協議会へ交付し、協議会から活動組織へ交付する。
　（支援メニュー）
　　①環境・生態系保全　　　　　　　　　　　　　　　②海の安全確保
　　　　ア　水域の保全　　　　　　　　　　　　　　　　　　・水域の監視　等
　　　　　　・藻場の保全
　　　　　　・種苗放流　　等
　　　　イ　水辺の保全
　　　　　　・干潟の保全
　　　　　　・漂流漂着物処理
　　　　　　・内水面の生態系の保全　　等

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

5,020

一般財源 1,004 1,004 1,004 1,004 一般財源 5,020

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 1,004 1,004 1,004 1,004 事業費計

その他

合　　計

1,004 1,004

合　　計

1,004 1,004

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 市道牛津駅南線改良事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25 平成29

道路新設改良事業 基本事業名 3 市道の整備
一般 8 2 3 143

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市道牛津駅南線は、旧芦刈町と旧牛津町を結ぶ路線で、隣接の市営住宅建て替え事業が行われる中、通行量の増加が
見込まれる路線であるが、現状の道路が狭あいであり、通行する車両、歩行者ともに危険な状況であるため、道路改良を行
い、利用者の安全性を確保する。

【内容】
　市道牛津駅南線の用地買収を行い、車道拡幅および歩道設置を行う。
　施工延長　L=204ｍ　　道路拡幅W=3m～5ｍ→8.5ｍ（車道6.5ｍ+2ｍ歩道）

　平成25年度　道路詳細設計 第1期用地買収
　平成28年度　用地測量・第2期用地買収
　平成29年度　道路本体工事

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 4,600 26,600 地方債 32,800

61,205

一般財源 250 1,400 一般財源 28,405

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料
公有財産購

入費
補償、補填
及び賠償金

事　業　費 0 0 4,850 28,000 0 0 事業費計

その他

合　　計

2,150 1,800 900 4,850

・用地測量・調査
・用地買収

合　　計

4,600 250 4,850

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 スマートインターチェンジ整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 スマートインターチェンジ〔高速道路利便増進事業〕制度実施要綱、道路法

事業期間
平成18 平成29

スマートインターチェンジ
整備事業

基本事業名 1 高速交通体系整備の促進
一般 8 2 3 883

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　スマートインターチェンジ制度実施要綱の制定により、既存PAを利用した安価なインターチェンジの整備が可能となった。
小城市内に位置する長崎自動車道小城PAにスマートインターチェンジを整備し、高速交通体系整備を促進させ、小城市
の産業振興をはじめとして、災害時の広域支援体制の向上など地域の活性化を図るものである。

【内容】
　関係機関事前協議→地区協議会設置→実施計画書提出→連結申請→連結許可→詳細設計→用地測量→用地取得
→文化財調査→本体工事の順で事業を進める。
H24.4月連結許可済

(工事の概要)
接続道路　４本　Ｌ＝1.3ｋｍ
平成２４年度　道路予備修正設計
平成２５年度　土質調査・路線測量・協議用図面作成・道路詳細設計
平成２６年度　用地測量・用地調査・水文調査・用地取得・文化財調査
平成２７年度　用地取得・文化財調査・第１期本体工事
平成２８年度　第２期本体工事
平成２９年度　付帯工事、供用開始予定

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 259,650

県支出金

国庫支出金 18,846 23,741 201,267 13,010

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 41,187

県支出金

地方債 14,000 22,547 180,143 8,600 地方債 227,290

561,885

一般財源 1,050 1,855 11,557 4,130 一般財源 33,758

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料
使用料およ
び賃借料

工事請負費
公有財産購

入費
負担金、補助
及び交付金

補償、補填及
び賠償金

その他

事　業　費 40,083 48,143 427,967 25,740 0 0 事業費計

その他 6,187 35,000

合　　計

2,800 2,200 205,000 8 166,200 1,200 380 377,788

・第2期本体工事
・舗装工事
・水文調査

合　　計

173,074 160,800 35,000 8,914 377,788

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名
市道甘木線改良事業（社会資本整備総合交付金
事業）

総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25 平成29

社会資本整備総合交付金
事業(新設改良)

基本事業名 3 市道の整備
一般 8 2 3 976

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市道甘木線は、観光拠点である小城公園や市民・観光客回遊の拠点であるＪＲ小城駅を結ぶ重要な路線であり、周辺に
教育関連施設もある中、歩行者の通行量も多い状況であるため、道路改良を行ない安全性を確保する。

【内容】
　市道甘木線の双方向2車線化及び歩道設置を行う（車道５ｍ→車道2.75ｍ×２、片側歩道3.5ｍ）

　平成25年度　道路詳細設計
　平成26年度　用地測量　用地調査
　平成27年度　用地買収　物件移転補償
　平成28年度　一部工事(BOX部)
　平成29年度　道路改良工事　供用開始予定

（補助率）補助率60％（社会資本整備総合交付金事業）
　

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 111,814

県支出金

国庫支出金 3,948 49,990 8,040 47,329

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 2,500 31,600 5,000 29,900 地方債 70,500

186,360

一般財源 133 1,728 360 1,653 一般財源 4,046

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費
補償、補填
及び賠償金

事　業　費 6,581 83,318 13,400 78,882 0 0 事業費計

その他

合　　計

1,100 11,400 900 13,400

設計積算委託
横断暗渠(カルバート工)設置　L=13.4m
電柱移転補償

合　　計

8,040 5,000 360 13,400

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

27



☑ □

☑  単年度のみ □  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 6 消防・防災体制の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 柿江ポンプ排水管布設事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2

法令根拠 河川法、水防法

事業期間

排水樋管維持管理費 基本事業名 3 防災体制の充実
一般 8 3 2 409

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　柿江ポンプ設置箇所（牛津町）は、河川の水位が上昇した場合、自然排水が出来ないので、ポンプで排水を行っている。
ポンプが稼動する場合は、毎回ホ－スを着脱しており、ポンプ稼働中は車輌通行止めとなるため、周辺住民への影響が大
きく、稼動までの準備に時間がかかると共に、人員も必要となる。そこで、ポンプにつながる排水管を布設し、常時ポンプを
稼動できる状態にすることで、ポンプ稼働までの時間の短縮や人員の省力化、周辺住民への影響を軽減する。

【内容】
　柿江ポンプ排水管布設工事
　　 排水管布設　　　　　　φ200×3本（道路横断　Ｌ＝5.4ｍ）
　　 道路すり付け補修　　 Ｌ＝17.8ｍ

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 3,500 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 0 3,500 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

3,500 3,500

合　　計

3,500 3,500

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

担当部課

（計画・目標) （計画・目標)

港湾法

事務事業名

(実績) (見込み)

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

水産業の振興

総　事　業　費
（単位：千円）

29年度 30年度

漁業生産基盤の充実

平成２９

建設部　建設課

港湾管理事業 基本事業名

政策名

4

款

県営住ノ江港　防災・安全事業

項

（計画) （計画・目標)

9,000 22,750

合　　計

9,000

9,000

11,375

11,375

事業費計

6,125

国庫支出金

施策名

8

【目的】
　小城市の漁業生産の基盤となる住ノ江港の関連施設等を県営住ノ江港防災・安全社会資本整備交付金事業により計画
的な改修を推進し、利用者の安全性と水産業（のり漁業）の作業効率化を図る。

【内容】
（県の事業概要）
　平成27年度　住ノ江西1号臨港道路　測量詳細設計
  平成28年度　臨港道路（荷揚桟橋）の拡幅(下部工）
  平成29年度  臨港道路（荷揚桟橋）の拡幅(上部工）

【事業費の負担率】　　国1/3　県1/2　市1/6（うち1/2受益者負担）

県支出金

1 149

総
合
計
画
体
系

5

2

1
目会計

一般

事業

負担金、補助
及び交付金

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画750

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

0 1,500

一般財源

事業期間
平成２７

法令根拠

新規事業

31年度

既存事業

事務事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度

予算科目

その他4,500
750

地方債

4,500 6,125

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

その他

事　業　費 12,250 00

一般財源

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

（県の事業概要）
臨湾道路（荷揚桟橋）の拡幅

合　　計

4,500 4,500

県支出金

9,000

地方債
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

県央に光る交通拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 3 住宅環境の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 市営住宅建替事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 公営住宅法、小城市営住宅条例

事業期間
平成24 平成29

市営住宅建替事業 基本事業名 2 市営住宅の適正管理
一般 8 6 2 853

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　牛津地区市営住宅(友田団地、天満町団地、柿樋瀬団地、駅南団地の4団地79戸)は、昭和41年から47年に建設され、耐
用年限も経過しており、居住水準の低下、地域防災面での問題や設備の老朽化等様々な問題があり、建替が必要である。
　また、天満町団地及び柿樋瀬団地の敷地については、現在、私有地を借上げ、他の2団地についても、敷地が狭いた
め、新規に建替を行う。

【内容】
　　牛津駅南地区に敷地を購入し、鉄筋コンクリート造、4階建の住宅80戸を建設する。

(工事の概要）
　整備予定住宅　鉄筋コンクリート造　4階建　2棟(80戸)

H25年度　用地測量、地質調査、建物基本設計、用地取得等
H26年度　建物実施設計、敷地造成工事、家屋事前調査
H27年度　1号棟建築工事
H28年度　2号棟建築工事、既存住戸解体工事
H29年度　既存住戸解体工事

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 890,280

県支出金

国庫支出金 21,516 246,469 265,318 242,211

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 12,000 340,500 316,000 290,900 地方債 1,076,500

2,046,997

一般財源 19,211 37,242 9,068 10,677 一般財源 80,217

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

負担金、補助
及び交付金

補償、補填
及び賠償金

事　業　費 52,727 624,211 590,386 543,788 0 0 事業費計

その他

合　　計

921 13,534 114 568,027 36 7,754 590,386

１号棟入居者への移転補償
２号棟建築工事、工事監理
柿樋瀬団地　設計・積算、解体工事

合　　計

265,318 316,000 9,068 590,386

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1 計画的な土地利用の推進

新規事業 既存事業

事務事業名 小城市立地適正化計画策定事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 都市再生特別措置法

事業期間
平成27 平成28

まちづくり事務費 基本事業名 2 適正な土地利用への誘導
一般 8 5 1 150

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　今後のまちづくりは、人口の減少と少子高齢化の進展を背景として、子どもから高齢者まで多世代が、安心安全で快適な
生活環境を実現するために、適正なエリアで人口を維持し効率的な公共サービスを提供することが大きな課題となってい
る。
　そのような中、都市全体の観点から居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実を図り、「コンパ
クトシティ・プラス・ネットワーク」の実現に向けた「立地適正化計画」を策定する。

【内容】
（平成27年度）
　立地適正化計画区域の検討
　都市機能誘導区域の検討　など
 
（平成28年度）
　立地適正化計画区域の検討（継続）
　都市機能誘導区域の検討（継続）
　居住誘導区域の検討
　公共交通上の課題の調整（地域公共交通網形成計画策定事業との連携）
　庁内検討委員会の開催　など

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

10,800

一般財源 5,292 5,508 一般財源 10,800

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 5,292 5,508 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

5,400 5,400

　立地適正化計画区域の検討
　都市機能誘導区域の検討
　居住誘導区域の検討
　公共交通上の課題の調整
　庁内検討委員会の開催　　など

合　　計

5,400 5,400

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

☑  単年度のみ □  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 2 市街地の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 牛津拠点地区市街地活性化推進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 小城市都市計画マスタープラン

事業期間

まちづくり事務費 基本事業名 2 市街地の計画的整備
一般 8 5 1 150

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市都市計画マスタープランに基づき、牛津拠点地区の市街地を対象に産学官民の連携による将来のまちづくりに向
けた基本構想を策定し、産学官民が一体となって牛津地区の市街地活性化を推進する。

【内容】
　○牛津拠点地区市街地活性化協議会を設置・・・準備委員会による協議会設立の運営協議
　○牛津拠点地区市街地活性化構想の検討・策定・・・将来像、目標、エリア設定等
　　・協議会の設置・運営
　　・商工会、大学、市、地域住民、市民団体等との連携によるまちづくりの推進・検討

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 3,240 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 3,240 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

3,240 3,240

合　　計

3,240 3,240

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【大学誘致周辺環境整備事業の個別事業の計画・見込み】

全体計画の推移

◆平成28年度計画
　①市道桜岡小学校・鯖岡線改良に伴う測量・設計
　②桜岡小学校既存プール撤去工事
　③小城公園駐車場整備に伴う測量・設計、工事
　④旧桜岡支館解体工事

建設課
教育総務

課
商工観光

課
生涯学習

課
建設課

合　　計

24,518 23,200 21,244 68,962

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

5,200 63,762 68,962

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

旅費 需用費 役務費
負担金、補助
及び交付金

委託料 工事請負費

事　業　費 0 0 68,962 73,400 0 0 事業費計 142,362

一般財源 21,244 18,500 一般財源 39,744

その他 その他

地方債 23,200 26,700 地方債 49,900

国庫支出金 24,518 28,200

県支出金

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金 52,718

県支出金

17,300 300 18,500
事　業　費 3,600 28,036 17,400 19,926 68,962 34,400 27,000 12,000 73,400

財
源
内
訳

一般財源 100

5,700 26,700
そ の 他

地 方 債 1,700 13,300 8,200 23,200 16,300 4,700

国庫支出金 1,800 14,018 8,700 24,518 17,200 5,000

718 500 19,926 21,244 900

事務事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

平成28年度(計画） 平成29年度(計画・見込み）

①桜岡小・
鯖岡線

②桜岡小
プ-ル撤去

③小城公
園駐車場

④旧桜岡
支館解体

桜岡小・
鯖岡線

小城公園
駐車場

藩邸石橋

商工観光
課

文化課

計 計

6,000 28,200
県支出金

基本事業名 2 市街地の計画的整備
一般

予算科目
会計 款 項 目 事業

【目的】
　西九州大学地域看護学部(仮称)の開学（H30.4月予定）に伴い、都市機能の充実を図るため、大学建設予定地の周辺環
境 (道路･公園駐車場･藩邸石橋等)整備を行う。

【内容】
（平成28年度）　[事務事業名]　　　　　　　　[予算科目]
　市道桜岡小学校・鯖岡線改良事業　 ／　款8・項2・目3・事業1053　社会資本整備総合交付金事業（都市再生）
　桜岡小学校プール改築事業　　　　　 ／　款10・項2・目3・事業1013　桜岡小学校プ-ル改築事業
　小城公園駐車場整備事業　　  　　　  ／　款7・項1・目4・事業101  小城公園維持管理費
　旧桜岡支館解体事業　　　　　　　　　　／  款10・項5・目2・事業215　小城公民館費
（平成29年度）
　市道桜岡小学校・鯖岡線改良事業[工事]
　小城公園駐車場整備事業[工事]
　藩邸石橋保存・修景整備事業[工事]

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課
建設課、商工観光課、教育総務課、生涯学習課、文
化課　(調整担当課　まちづくり推進課）

施策名 2 市街地の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 大学誘致周辺環境整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠
都市再生特別措置法、小城市都市計画マスタープラン、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例、
小学校設置基準　など

事業期間
平成28 平成29

下記のとおり
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☑ □

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 2 市街地の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 公民学連携によるまちづくり事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 都市再生特別措置法、小城市都市計画マスタープラン

事業期間
平成28 平成29

大学誘致促進事業 基本事業名 1
市街地におけるまちづくり
体制の確立一般 8 5 1 1049

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　若者から高齢者までの多世代が共生する賑わいと風格のある中心拠点の形成に向けて、西九州大学等の社会（地域）貢
献活動等を支援し、もって公民学連携による豊かな暮らしの創造と賑わいのあるまちづくりを推進する。

【内容】
　○安心、安全、健康な生活づくりの推進
　　 大学サテライト教室等を公民学連携拠点として、大学が持つ食や健康、医療・福祉等の多分野における高度な知
　　 識を提供する市民向け公開講座等を実施するとともに、学生や職員等の人的資源の活用による健康で元気な生活
　　 環境づくりを推進する。

　○公民学連携の推進
　 　地域と大学の連携を推進するコーディネーター等の設置や、地域住民、まちの駅及び大学等の連携活動を通して
　　 まちの魅力づくりや安心･安全なまちづくりを推進する。

　
　公民学とは・・・公：自治体や非営利団体（NPO）など
　　　　　　　　　 　民：市民や地域団体、民間企業など
　　　　　　　　　　 学：大学や研究機関、専門家など

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

9,600

一般財源 4,800 4,800 一般財源 9,600

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 4,800 4,800 0 0 事業費計

その他

合　　計

4,800 4,800

･地域活性化ワークショップの開催
･西九州大学グループによる公開講座の開催
･住民健康相談会の開催　　など

合　　計

4,800 4,800

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
空家等対策協議会等の開催
空家等の適切な管理の周知と個別相談の対応等
空家等の実態調査、空家等管理システムの構築
空き家バンクの運営、周知
空き家改修費助成事業補助金の交付

合　　計

4,718 4,108 5,257 14,083

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

102 10 100 10 12,661 1,200 14,083

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報酬 旅費 需用費 役務費 委託料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 14,083 1,530 1,530 1,530 事業費計

その他 4,108

0

一般財源 5,257 1,530 1,530 1,530 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市民の安全で安心な暮らしの実現及び良好な生活環境を保全し、活力あるまちづくりの推進を図るため、空家等の適切
な管理及び空家等の活用等を促進する。

【内容】
○空家等対策の推進体制の整備
　　・空家等対策協議会等の開催
○適切な管理の対策
　　・空家等の適切な管理の周知（固定資産税納税通知書に同封・広報活動）
　　・空家等の個別相談の対応　現地調査、助言・指導等
　　・空家等の実態調査、空家等管理システムの構築
○活用等の促進の対策
　　・空き家バンクの運営
　　・空き家バンク登録の周知（固定資産税納税通知書に同封・広報活動）
　　・空き家改修費助成事業補助金[空き家バンク登録物件のみ補助対象[１戸建て住宅]]（平成28年７月１日から実施）
　　　　空き家改修工事　　　　限度額　50万円(補助率　1/2）
　　　　空き家の不要物撤去　限度額　10万円(補助率　1/2）
　　  ※１　補助対象者は購入者、賃貸者（貸主・所有者）、賃借者（借主・入居者）
      ※２　補助事業は市内業者による改修工事、不要物の撤去に限定

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 4,718

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
空家等対策の推進に関する特別措置法、小城市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例、小
城市空き家情報登録制度実施要綱、小城市空き家改修費助成事業補助金交付要綱（予定）

事業期間
平成28

空家等対策推進事業 基本事業名 3
住まいに関する情報提供
の推進一般 8 5 1 1043

予算科目
会計 款 項 目 事業

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 3 住宅環境の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 空家等対策推進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1
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☑ □

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【奨励金の種類等／住宅の要件：１戸建て住宅（専住50㎡以上、併住1/2以上かつ50㎡以上）かつ取得価格300万円以上】

※１ 子育て世帯加算金 転入する中学生以下の子　10万円／人（ただし、限度額20万円とする）

※２ 三世代同居加算金 親、子、孫等の三世代同居の場合は、親が市内に在住し、子、孫等（中学生以下）が新たに同居する世帯

※３ 特定地域加算金 三里小学校区、砥川小学校区及び芦刈小学校区の区域に住宅を取得する場合

◆平成28年度計画

中古住宅
（空き家含む）

65歳未満（申請者又は
配偶者のいずれか）

転入者
30

10（限度20） 10 20 80

転居者 10 20 60

新築住宅 50歳未満（申請者又は
配偶者のいずれか）

転入者
30

10（限度20） 10 10 70

建売住宅 転居者 10 10 50

　【目的】
　　定住人口の確保と地域の活性化を図るため、子育て世代等の定住を促進する。

　【内容】
　○移住・定住希望者からの相談対応
　　　移住・定住相談者からの問い合わせに対する相談対応
　○情報発信、PR活動の充実
　　　移住・定住ホームページの充実、定住施策等を集約した「定住ガイドブック」の作成・配付、東京都市圏での定住
　　　イベント・現地相談会への参加、福岡都市圏向けの定住促進の広報活動等
　○定住促進住宅取得奨励金（平成28年7月1日から実施）

（単位：万円）

住宅の区分 交付対象者 定額
加算

限度額
子育て世帯 ※１ 三世代同居 ※２ 市内業者施工 特定地域 ※３

移住・定住希望者からの相談対応
移住・定住ホ－ムペ－ジの作成
定住ガイドブックの作成、配付
定住イベント・現地相談会への参加
奨励金の交付

合　　計

20,250 20,000 10,680 50,930

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

285 100 2,172 613 260 47,500 50,930

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

旅費 需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 50,930 50,930 50,930 50,930 事業費計

その他 20,000

216,220

一般財源 10,680 30,680 30,680 30,680 一般財源 109,595

地方債 地方債

(見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 20,000

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

20,250 20,250
財
源
内
訳

国庫支出金 86,625

県支出金

国庫支出金 20,250 20,250

総　事　業　費
（単位：千円）(実績)

法令根拠 小城市定住促進住宅取得奨励金交付要綱（予定）

事業期間
平成28 平成32

移住・定住対策事業 基本事業名 3
住まいに関する情報提供
の推進一般 8 5 1 1051

予算科目
会計 款 項 目 事業

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 3 住宅環境の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 移住・定住対策事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1
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☑ □

☑  単年度のみ □  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

12,322 12,322

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

33 20 12,269 12,322

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

旅費 需用費 委託料

事　業　費 0 0 12,322 0 0 0 事業費計

その他

0

一般財源 12,322 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　佐賀唐津道路のうち、小城都市計画区域における円滑な都市活動を支え、都市生活者の利便性の向上を図り、良好な
都市環境を確保するため、小城町畑田を起点とし、三日月町道辺を終点とする小城三日月線（延長約Ｌ＝7,510ｍ、幅員Ｗ
＝20.5m、車線数４車線）について、市及び県の都市計画決定がなされた。
　そこで、佐賀唐津道路（仮称）小城インターと接続する市のアクセス道路の整備に当たって、市及び県の都市計画決定を
得るため、当該アクセス道路の予備設計を実施する。

【内容】
　・整備必要性の検討
　・道路予備設計
　・都市計画決定用資料作成
　・ＪＲ等との打合せ協議　　など

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 都市計画法

事業期間

都市計画街路事業 基本事業名 3 市道の整備
一般 8 5 2 151

予算科目
会計 款 項 目 事業

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 佐賀唐津道路アクセス道路予備設計事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水道の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 農業集落排水施設機能強化対策事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2

法令根拠 下水道法

事業期間
平成26 平成35

農業集落排水事業総務費
他

基本事業名 2
施設の適正な維持管理と
加入促進下水 1 1 1 274

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業集落排水事業で整備した下水道施設の経年劣化により機能低下した施設について、機能診断による各機器の更新
計画を作成し、更新計画による施設の機能強化及び長寿命化により機能の安定を図る。

【内容】
　平成26年度　計画書作成
　平成27年度　実施設計(織島地区)
　平成28年度　実施設計(砥川地区)、処理場機器更新、マンホール鉄蓋更新予定
　平成29年度　処理場機器更新、マンホールポンプ通報装置更新予定
　平成30年度以降　処理場機器及び水槽防食、マンホール鉄蓋、マンホールポンプ及び水位計等更新予定
　　※補助対象事業の約50％を国から補助金を受け整備する

《各処理区の現状》
　砥川処理区：浄化センターH13.3月供用開始、マンホールポンプN=6基、マンホールN=337個、管路L=10,130ｍ
　織島処理区：浄化センターH15.3月供用開始、マンホールポンプN=15基、マンホールN=560個、管路L=17,079ｍ
　堀江処理区：浄化センターH21.11月供用開始、マンホールポンプN=6基、マンホールN=162個、管路L=5,850ｍ

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 3,000

国庫支出金

11,000

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

10,000 県支出金 90,5002,000 9,000 10,000

地方債 1,800 8,100 9,000 9,900 9,000 地方債 78,750

184,000

一般財源 3,048 1,028 2,899 1,055 1,165 1,060 一般財源 14,750

財
源
内
訳

財源は国庫補助金であるが、県を経由し県補助金として支出されるため県支出金として計上している。

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費 負担金

事　業　費 6,048 4,828 19,999 20,055 22,065 20,060 事業費計

その他

合　　計

6,806 13,100 93 19,999

織島処理区内のマンホール蓋更新及び処理場内の機械・電気機器の更新
砥川処理区の詳細設計書を作成

合　　計

9,000 8,100 2,899 19,999

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水道の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 特定環境保全公共下水道事業（三日月処理区） 総
合
計
画
体
系

政策名 2

法令根拠 下水道法

事業期間
平成13 平成42

三日月処理区事業費 基本事業名 1
地域条件に応じた下水道
整備の推進下水 1 2 2 276

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により
衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　計画面積約211haを特定環境保全公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、補助対象
事業費の約50％を国から交付金を受け整備する。
　
《平成27年度末見込み》

三日月浄化センター：全体計画処理能力8,220ｍ3/日（10池）のうち2,466ｍ3/日（３池）整備済み
全体計画処理面積、Ａ＝211ｈａのうちＡ＝147.4ｈａ整備済み

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

219,200 219,200
財
源
内
訳

国庫支出金 7,926,000

県支出金

国庫支出金 259,780 403,038 157,600 349,700

0

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

21,600 その他 440,000

0 県支出金 18,99111,718 7,273
地方債 223,400 345,480 198,037 313,700 176,600 176,400 地方債 7,240,000

16,474,000

一般財源 63,299 32,017 4,519 13,600 15,300 15,400 一般財源 849,009

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

積立金 その他

事　業　費 555,604 819,677 408,780 698,300 432,600 432,600 事業費計

その他 9,125 27,424 41,351 21,300 21,500

合　　計

249 18,800 1,404 375,400 5,500 7,326 101 408,780

認可区域内の下水道管整備（島溝、社、戊地内）Ｌ＝3,250ｍを主に施工する。

合　　計

157,600 7,273 198,037 41,351 4,519 408,780

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水道の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 公共下水道事業（小城処理区） 総
合
計
画
体
系

政策名 2

法令根拠 下水道法

事業期間
平成24 平成42

小城処理区事業費 基本事業名 1
地域条件に応じた下水道
整備の推進下水 1 2 2 308

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により
衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　計画面積約323haを公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、補助対象事業費の約50％
を国から交付金を受け整備する。
　小城処理区の汚水は、仁俣中継ポンプ場を経て三日月浄化センター、牛津浄化センターへ送水する計画である。

《平成27年度末見込み》
仁俣中継ポンプ場：全体計画送水能力7.57ｍ3/分、送水ポンプＮ＝５台　のうち
送水能力2.95ｍ3/分、送水ﾎﾟﾝﾌﾟＮ＝２台（１台予備）を整備済み。
全体計画処理面積323ｈａのうちＡ＝12.9ｈａ整備済み。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

165,900 165,900
財
源
内
訳

国庫支出金 4,441,000

県支出金

国庫支出金 389,377 352,400 318,250 299,300

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

15,900 その他 343,000

県支出金 22,50614,594 7,912
地方債 377,000 351,274 325,748 274,100 174,500 171,100 地方債 4,481,000

9,565,000

一般財源 61,164 38,602 10,109 15,100 14,200 15,900 一般財源 277,494

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

積立金 その他

事　業　費 844,949 796,478 716,435 603,600 368,800 368,800 事業費計

その他 17,408 39,608 54,416 15,100 14,200

合　　計

239 48,244 986 552,500 7,500 7,962 504 617,935

幹線管渠Ｌ＝1,050ｍ及び認可区域内の下水道管整備（仁俣、戊、土生、小城本町地内）Ｌ＝1,470ｍを主に施工する。

合　　計

269,500 7,912 277,048 54,416 9,059 617,935

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
　指導案及びモデルカリキュラムの作成と実践検証

合　　計

2,945 2,945

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

賃金 報償費 旅費 需用費 合　　計

1,350 640 190 765

一般財源

2,945

財
源
内
訳 その他

地方債

2,945国庫支出金

事　業　費 0 2,500 2,945 0 0 0 事業費計

2,500

5,445

一般財源

地方債

その他

県支出金県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　平成２４年度以降、国の「教育情報化ビジョン」を受けて「教育情報化計画」を策定して市内小中学校の教育環境の整備
を進めてきた。今回、平成２７年度から開始される文部科学省から公募された委託事業「ＩＣＴを活用した教育推進自治体応
援事業」の採択を受け、導入しているＩＣＴ機器等を最大限に活用できる授業にするため、情報モラルを取り入れた指導案
等を作成し、小中学校で実践できるモデルカリキュラムを作ることを目的としている。

【内容】
　・電子黒板やタブレットを効果的に活用できる授業スタイルを情報モラル学習の中に取り入れ、佐賀大学及び県教育
　　センター等の協力を得てモデルカリキュラムを作成する。
　・策定した指導案などのモデルカリキュラムを実践できる環境を整備し、児童生徒の「生き抜く力（情報リテラシーと情
　　報モラル）」の育成や教師の授業づくりなどの改善を図る。
　・平成２８年度は、策定した指導案などのモデルカリキュラムの実践と検証を行う。

　文部科学省との委託契約で補助率　10/10
　

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金 5,445

法令根拠 「教育情報化ビジョン」（文部科学省）、小中学校学習指導要領

事業期間
平成27 平成28

予算科目
会計 款 項 目 事業 ＩＣＴを活用した教育推進

自治体応援事業
基本事業名 2

新規事業 既存事業

事務事業名 ICTを活用した教育推進自治体応援事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
幼児教育・学校教育の充
実

小・中学校教育内容の充
実一般 10 1 2 1044
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□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
　　開設クラブ数の変更　　  １１クラブ→１６クラブ
　　利用対象児童の変更　　小学１年生から小学３年生まで→小学１年生から小学５年生まで

合　　計

31,462 31,462 19,908 56,790 139,622

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料

19,908 19,908

合　　計

192 3,861 221 132,694 48 1,898 708

工事請負費 備品購入費

56,790 67,050 一般財源

139,622

財
源
内
訳 その他 14,052 15,291 19,908

地方債

31,462 31,462国庫支出金

事　業　費 84,344 114,551 139,622 139,622 139,622 156,958 事業費計

33,097

0

一般財源 37,711 33,066 56,790 56,790

33,097 31,462 31,462

地方債

19,908 その他

35,000 県支出金31,462県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　女性の就労機会の増加や少子化が進行する中、保護者が仕事と子育ての両立ができ、また放課後に対象児童が安全で
健やかに過ごせる居場所を提供することで児童の健全育成を図る。

【内容】
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生の児童に対し、授業終了後に遊びや生活の場を提供する。
　市内の８小学校内の余裕教室または専用施設で１６クラブを開設

　平成２７年度から　　開設時間の延長と土曜日の開設日を増加
　平成２８年度から　　小学４年生以上を段階的に受入れ

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

31,462 35,000
財
源
内
訳

国庫支出金

32,581

法令根拠
児童福祉法、小城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例
小城市放課後児童健全育成事業実施規則

事業期間
昭和42

予算科目
会計 款 項 目 事業

放課後児童健全育成事業 基本事業名 1

新規事業 既存事業

事務事業名 放課後児童健全育成事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 1 子育て支援の充実

地域における子育て支援
の充実一般 10 1 3 742
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
牛津小学校大規模改造工事　　仮設校舎建設、校舎南棟東側
 
 
 
 
 
 
 

合　　計

25,504 50,500 4,303 80,307

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

158 385 3,733 76,031 80,307

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料 工事請負費

事　業　費 18,583 1,363 184,699 375,809 153,343 0 事業費計

その他 10,000

733,797

一般財源 8,583 1,363 7,894 36,526 18,692 一般財源 73,058

地方債 117,400 239,300 88,200 地方債 444,900

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 10,000

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　経年により通常発生する学校建築物の損耗、機能低下に対する復旧措置及び建物の用途変更に伴う改装等の大規模
改造を行い、教育環境の改善を図り、合わせて建物の耐久性の向上を図る。

【内容】
　平成26年度　牛津小学校（校舎棟、屋内運動場棟）大規模改造実施設計業務
　平成28年度　仮設校舎建設、校舎南棟東側　大規模改造工事
　平成29年度　校舎北棟・中央棟・屋内運動場　大規模改造工事
　平成30年度　校舎北棟西側、仮設校舎解体

　校舎棟　延べ床面積　4,859㎡
　屋内運動場棟　延べ床面積　1,115㎡
　工事内容：屋上防水、外壁塗装、エレベーター設置、床改修、屋内塗装、トイレ改修、電気設備改修等

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

46,451
財
源
内
訳

国庫支出金 205,839

県支出金

国庫支出金 59,405 99,983

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、学校教育法施行規則、小学校設置基準

事業期間
平成26 平成30

小学校施設大規模改造事
業

基本事業名 9 学校施設の整備充実
一般 10 2 3 1012

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
幼児教育・学校教育の充
実

新規事業 既存事業

事務事業名 牛津小学校施設大規模改造事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
プール改築工事及び外構工事

合　　計

34,899 185,000 13,108 233,007

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

30 60 7,196 245 225,476 233,007

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

事　業　費 0 92,326 233,007 0 0 0 事業費計

その他

325,333

一般財源 10,626 13,108 一般財源 23,734

地方債 81,700 185,000 地方債 266,700

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　桜岡小学校のプールは昭和４９年に建設され、老朽化・劣化が著しいため、プールを改築することで安全性の確保及び
教育環境の改善を図る。

【内容】
　平成27年度　桜岡小学校プール改築基本設計・実施設計業務
　平成28年度　桜岡小学校プール改築工事・外構工事
　
　大プール　300㎡　25ｍ×12ｍ（６コース）
　小プール　96㎡　12ｍ×8ｍ
　付属棟（更衣室、トイレ、機械室、倉庫等）　150㎡程度

　※桜岡小学校既存プール撤去については、大学誘致に伴う社会資本整備総合交付金事業を利用し実施する。
　　 撤去工事費については、大学誘致周辺環境整備事業で計上
　　　　既存プール撤去工事費　28,036千円

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 34,899

県支出金

国庫支出金 34,899

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、学校教育法施行規則、小学校設置基準

事業期間
平成27 平成28

桜岡小学校プール改築事
業

基本事業名 9 学校施設の整備充実
一般 10 2 3 1013

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
幼児教育・学校教育の充
実

新規事業 既存事業

事務事業名 桜岡小学校プール改築事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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☑ □

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 保育園幼稚園民営化事業（芦刈幼稚園） 総
合
計
画
体
系

政策名 4

法令根拠 佐賀県安心こども基金特別対策事業、認定こども園整備事業

事業期間
平成28 平成30

保育所等整備補助事業他 基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 3 2 1 1046

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「小城市公立保育園・幼稚園の再編計画」により、平成２9年度に芦刈幼稚園が民営化になる予定なので、その移管先法
人となる芦刈福祉会（芦刈保育園）が民営化後に運営する新しい認定こども園の施設整備を行い、子どもへの影響を配慮
した十分な引継ぎ及び民営化後の支援も行う。
　
【内容】
芦刈幼稚園民営化は平成29年度から開始
　平成28年度　認定こども園施設整備・共同保育・三者協議等
　平成29年度　新認定こども園開園・引継ぎ保育・三者協議等・保育料軽減措置
　平成30年度　三者協議等・保育料軽減措置

（事業費の負担割合）
　保育所部分　県2/3　市1/12　事業者1/4
　幼稚園部分　県1/2　市1/4　  事業者1/4

※事業費：保育所等整備補助事業（款3 項2 目1 事業1046  事業費143,339千円）
　　　　　　　幼稚園民営化事業（款10 項4 目1 事業1047 事業費92,650千円）

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 15,006

県支出金 188,209188,209
地方債 地方債

243,481

一般財源 32,774 4,907 2,585 一般財源 40,266

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

共済費 賃金
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 235,989 4,907 2,585 0 事業費計

その他 15,006

合　　計

216 1,242 234,531 235,989

新しい認定こども園にかかる施設整備
共同保育
三者協議

合　　計

188,209 15,006 32,774 235,989

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 子どものための保育給付等事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

法令根拠 子ども・子育て支援法

事業期間
平成27

子どものための保育給付
等事業

基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 3 2 2 1032

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　平成27年４月１日から子ども・子育て支援法が施行され、従来別々に行われていた認定こども園の保育園部分、保育所、
小規模保育施設等への財政支援の仕組みを共通化して、２号認定子ども及び３号認定子どもを対象に、施設型給付、地
域型保育給付費として給付する。

2 号認定子ども　：満3 歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども
3 号認定子ども　：満3 歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども

【内容】
　施設型・地域型保育給付見込み対象園68園（平成27年11月現在）
　　市内私立保育園                       ４園
　　市内認定こども園（保育園部分） 　3園
　　市内小規模保育事業所等           2園
　　広域保育園                             44園
  　広域認定こども園　　　               14園
　　広域小規模保育保育事業所等　  1園

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

343,900 343,900
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 319,734 343,835 343,900

172,000

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

134,200 その他

172,000 県支出金159,867 171,917 172,000

地方債 地方債

0

一般財源 257,239 182,626 232,700 232,700 232,700 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

扶助費

事　業　費 0 872,227 882,563 882,800 882,800 882,800 事業費計

その他 135,387 184,185 134,200 134,200

合　　計

882,563 882,563

合　　計

343,835 171,917 184,185 182,626 882,563

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
幼児教育・学校教育の充
実

新規事業 既存事業

事務事業名 子どものための教育給付事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

法令根拠 子ども・子育て支援法

事業期間
平成27

子どものための教育給付
事業

基本事業名 1 幼児教育の充実
一般 10 4 1 1035

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　　平成27年４月１日から子ども・子育て支援法が施行され、県の私学助成制度で行われていた認定こども園（幼稚園部
分）、幼稚園への財政支援の仕組みから、１号認定子どもを対象に、市の施設型給付費として給付する。

　１号認定子ども：満3歳以上の教育保育のみの就学前子ども（保育の必要性なし）

【内容】
　施設型給付見込み対象園17園（平成27年11月現在）
　　市内認定こども園（幼稚園部分）　3園
　　広域幼稚園・認定こども園　　　　14園

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

47,400 47,400
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 47,382 47,338 47,400

47,900

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

47,900 県支出金47,959 47,858 47,900

地方債 地方債

0

一般財源 49,959 29,843 49,900 49,900 49,900 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

扶助費

事　業　費 0 145,300 145,039 145,200 145,200 145,200 事業費計

その他 20,000

合　　計

145,039 145,039

合　　計

47,338 47,858 20,000 29,843 145,039

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ ☑  単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
　　砥川小学校体育館２階を砥川・学校地域連携室として改修
　　砥川・学校地域連携室を地域と学校とのつながりの場として活用

合　　計

3,624 3,624

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

595 104 126 18 197 2,584 3,624

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報酬 共済費 需用費 役務費
使用料及び

賃借料
工事請負費

事　業　費 0 0 3,624 1,779 1,779 1,779 事業費計

その他

0

一般財源 3,624 1,779 1,779 1,779 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　地域と学校とのつながりの場をつくり、地域全体で未来を担う子ども達の成長を支えていく。

【内容】
　砥川小学校体育館2階に地域連携室を整備し、コーディネーターにより学校と地域の連携・協働を図る。
　
　※改修工事については教育総務課（款10項2目1事業724 小学校施設整備事業）、利活用については生涯学習課
　　（款10項5目2事業214公民館費、217牛津公民館費）が行う

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 教育基本法、社会教育法

事業期間
平成28

小学校施設整備事業他 基本事業名 2
生涯学習関連施設の整備
充実・機能強化一般 10 2 1 724

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　　生涯学習課　 教育総務課 施策名 3 生涯学習の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 砥川・学校地域連携推進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 三日月体育館改修事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3
健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 教育委員会　生涯学習課 施策名 2 生涯スポーツの充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

体育施設管理費 基本事業名 1
スポーツ施設の整備充実・
有効活用一般 10 6 2 813

総　事　業　費
（単位：千円）

31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

県支出金

地方債 247,000

(実績) (見込み)

法令根拠

事業期間
平成26 平成28

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　三日月体育館は、昭和６１年に建設以来29年を経過している。この間、壁面ガラスブロックのひび割れによる部分的交
換、雨漏りに伴う屋根補修工事を行ってきたが、現在も、大雨の時は雨漏りが続いている状況である。市内屋内体育施設の
中でも最も利用者が多く、安全で快適に、また気持ちよく利用できるスポーツの場を確保するため体育館の改修を行う。
　

【内容】

三日月体育館　延べ床面積　1,997ｍ2

工事内容：防水加工、屋根改修、天井改修、建具改修、外壁劣化部改修等

平成26年度　改修調査
平成27年度　実施設計
平成28年度　改修工事

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

（計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

地方債 247,000

271,719

一般財源 2,359 7,560 14,800 一般財源 24,719

0 事業費計

その他 その他

事　業　費 2,359 7,560 261,800 0 0

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

改修工事

合　　計

11,800 250,000 261,800

合　　計

247,000 14,800 261,800
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☑ □

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成28年度計画
測量設計業務

合　　計

3,465 3,465

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

3,465 3,465

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 3,465 3,130 22,590 0 事業費計

その他

29,185

一般財源 3,465 3,130 22,590 一般財源 29,185

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　長崎自動車道小城ＰＡスマートインターチェンジ（仮称）の建設事業に伴い、現在水道未供用地域である原田南部地区に
ついて、地元要望がなされたため、配水施設の整備を行う。
　

【内容】
平成２８年度　測量設計業務
平成２９年度　第１期配水施設整備工事
平成３０年度　第２期配水施設整備工事　供用開始予定

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 水道法、小城市簡易水道条例

事業期間
平成２８ 平成３０

簡易水道運営費 基本事業名 2 水道施設の整備
簡水 1 1 1 44

予算科目
会計 款 項 目 事業

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 水道課 施策名 3 水道水の安全・安定供給

新規事業 既存事業

事務事業名 原田地区配水施設整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2
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